
151.0ha R3

　七渡地区は茂原市の北東部に位置し、砂壌
土からなる畑作地帯であり、露地野菜（長ネ
ギ栽培）を中心とした地域である。
　しかしながら、当地域では年々担い手とな
る農業者が減少し、高齢化も進んでいる上、
後継者の目途がついていない農家が多くなっ
ている。さらに、農地の貸付希望者の増加と
遊休農地の発生が見られることから、地区内
外の中心となる経営体に農地を貸し付け、優
良農地として保全し、遊休農地の解消に努め
ていく必要がある。

143名

機運あり

25.7％
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45.2%

　人・農地プラン策定時から引き続き、新規就農者等への農地の貸借や集積などについて
は、「七渡地区人・農地プラン策定協議会」のメンバーが中心となって取り組んでいくが、
農地中間管理事業を活用すると共に、農業者の生産基盤確保のため国等の事業を積極的に
活用し、担い手や優良農地の確保を図っていく。なお、将来的に用排水路の老朽化に対し
て基盤整備事業の活用を検討していく。

10名
１法人
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　人・農地プランの策定時に作成した地図をベースにし
て、農業委員会が白地図に手書きし、素案を作成した。
　分散錯圃の状況を確認し、法人への集積・集約化と新
規就農者等への農地の貸借を進めるため、話合いを継続
する。

　七渡地区においては、令和３年度に、七渡地区「人・
農地プラン」策定協議会が中心となって、作成が行われ
ているが、地域計画策定についても同メンバーを中心に
協議の場として設定することになった。　

　人・農地プラン策定時にアンケート調査を実施し、農
家等の意向の把握を行った。ほぼ９割程度の回答があっ
たが、回答のない農家へは個別の意向の確認確認を行っ
た。

　令和３年に人・農地プランの策定メンバーを中心に検
討を行い、地域計画のたたき台を作成した。土台となる
人・農地プランが策定できていたことから、令和５年９
月には協議の場を設け、取りまとめることができた。

（協議の回数：１回）

　地域計画案の内容について関係機関から意見を徴収し、
公告をもって年度内に策定の予定。
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59.1ha

23

R5 20.0%

・実谷七本地区は、自然豊かな中山間地域にあり、
水稲を中心とした農業が展開されている。現状の
農地利用は、専業農家が少なく、兼業農家に支え
られている。

・高齢化が進み、後継者が不足している。

・担い手が減少しつつあるが、農地を維持していき
たいという希望が多いことから、担い手となる農
業後継者の確保と育成が課題である。

・また、中山間地域であり、農地が点在しているこ
とから、効果的な農地の集積も課題である。
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50.0%

・中山間地域総合整備事業（平成２１年度～令和７年度）により、区画整理、暗渠排水工
事を実施している。区画整理は完了した。

・複数の法人が中心的な存在となるが、兼業農家や新規就農者等の経営の維持・発展が地
域計画の実現には不可欠なので、JAいすみや農業事務所が連携して技術・経営指導を継
続して行っていく。

　地域内には、兼業農家もいるため、
目標地図に位置付けられた担い手とし
て、地域農業を支える経営体として維
持・発展を進める。
　町は新規就農者等の相談があれば、
地域計画の変更を行い、地域内の整備
された農用地を利用して就農を可能と
するように支援する。

19名
4戸
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農地利用最適化活動、農地の出し手・受け手の意向把握、現況地図
及び目標地図素案の作成

・地域計画の策定に向けて本格的に動き出す前に、御宿町、農業事務所各課、園芸協会で、町
全体の地域計画の策定の方針について会議を行った。

・水稲がメインの地域なので、中心的な担い手や兼業農家のスケジュールの余裕の出る１０月
以降に開催した基盤整備の換地に関する説明会時に、地域計画の策定や協議の場を設定する
ことを地元に周知した。説明会の前に、農業事務所、町で当日の説明内容及び地域計画の
策定に関するスケジュールの再確認を行い、令和５年１２月１４日に説明会を実施し、地域
計画の概要と策定に対する合意を得た。

・実質化された人・農地プランの策定が、令和４年度末だったため、地権者の意向把握が概ね
　終わっている状況であった。

・令和５年２月に実質化された人・農地プランを策定した地域であるが、その時は中心的担い
手として法人１戸を位置付けるだけであったが、地域計画の策定に当たり、目標地図へはそ
れ以外の法人や兼業農家等も含多様な担い手を掘り起こして位置付ける必要が出てきたた
め、改めて担い手を整理するのに苦労した。

・農地法制の見直しが令和５年１２月に国から示されたことから、地域全ての農地で目標地図
を設定する是非について、農業事務所・町で協議を行った。基盤整備事業を行った工事区を
含む農振農用地をカバーするようにひとまず作成し、定期的な見直し、担い手の規模拡大や
新規就農等の際の見直しを図ることとなった。
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令和４年度末、実質化された人・農地プランの策定に際
して実施したアンケートを活用した。

地域の担い手や参入予定の法人、新規就農者等を参集し、
令和６年３月に実質化された人・農地プランを基に御宿
町が作成した地域計画の案及び農業委員会事務局で作成
した目標地図の案を協議した。   　   （協議の回数：１回）

・令和６年２月末に、協議の場に先立ち、農業委員会事
務局が水土里情報システム（GIS）を利用して、目標
地図の素案を現況の耕作地をベースとして作成した。

・高齢農家がリタイアすることが、多いことから、農地
を維持するため、随時更新（年１回程度）していくこ
とになった。
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名

・南房総市中央部に位置し、比較的平坦な地形が
　広がる地域である。農地の多くは安房中央ダム　
　を水源としており、用排水施設が整備されてい
　る。
・担い手は十分おり、農地集積は順調に進んでい
　るため、今後の課題は集約化・団地化である。
・高齢化による耕作者減少、代替わりによる土地
　持ち非農家の増加に伴い、集落ぐるみで行って
　きた農業基盤を支える活動（草刈り、水路の泥
　上げ等）に支障を生じる可能性がある。
・担い手が継続的に営農できるような農地や水利
　管理等に関する地域のルールを地権者や周辺住
　民の合意を得て定めることが必要。
・以前の基盤整備から半世紀近く経過している。
　老朽化に伴う用排水施設の破損が近年多発して
　おり、長期的には再整備が必須。
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４名
３法人

・農地中間管理機構への貸し付けを進め、
担い手（認定農業者、農地所有適格法
人）への農地の集積・集約化を基本とし
つつ、地域内で育成された新規就農者の
参入や新規作物の導入を進める。

・地域の担い手は十分確保されており、今
後担い手へ農地集積を進めるとともに、
将来的には多様な経営形態の担い手の作
目に適したほ場の分散錯ほ解消、エリア
設定も含め農地を集約していく。

・県農業事務所・ＪＡ安房・市・（一
財）南房総農業支援センタ－等関係
機関が一体となり、新規就農希望者
等の育成・支援を強力に進める。

・支援制度の情報提供や研修先の農業
経営体の紹介、研修ほ場の確保など
地域計画内の農地利用に配慮する。

・担い手同士の話合いの場を設け、地域内
　での集積・集約を進めていく。

・老朽化している用排水施設について、地
　域で話し合いながら基盤整備事業の活用
　も含め検討していく。

・イノシシの被害防止対策を検討する。

・水稲中心の経営体と有機農業に取り
　組む経営体の調和・共存のための環
　境づくりを行う。

・地域で立ち上げた飼料生産組合によるコ
　ントラクター事業の活用。

・持続可能な水利組合の体制を検討。

約80%
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・水利組合役員、農業委員及び規模拡大意向のある受け
　手を中心に話し合いを実施。また、現況地図と共に地
　域計画のたたき台を提示し、担い手の意向を聞き取っ
　た（R5. 10月）。　　　　　　（協議の回数：３回）

・協議の場の結果を踏まえて、受け手の意向を整理し、
目標地図作成に必要な情報を整理。農業委員会サポー
トシステムを使用し、目標地図の素案を作成（R6.1
月）。

・集積がわずかに進んだ。更なる集積・集約化は、今後
担い手同士の話合いの場を設け進めていく。

・農業振興地域の見直しアンケートを活用し、ある一定
　規模の農家向けに地域計画の項目も一緒に回答をして
　もらった（R5.8月）。足りない部分について農業委員
　を中心に追加調査を実施（R5.11月）。

・水利組合役員及び担い手と協議し、モデル地区になる
　ことを合意（R4.10月）。
・水利組合役員を中心に協議時期の検討（R5.8月）、水

利組合及び既存の担い手に規模拡大意向のある受け手
を洗い出し協議の場への参加を呼びかけ（R5.10月）。

・関係機関の意見聴取を経て水利組合の総会で報告
（R6.3月）。　
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